
   

 

 

持続的な公共空間の活用に向けて 

国内外の道路・河川・公園の活用事例を調査しました 
 

「公共空間活用と持続可能な地域経営に関する調査研究」報告書の公表 
 

 

 

（1）背景と目的 

    道路、河川及び公園の公共空間においては、利用者の利便性の向上や賑わいの創

出のため、地方公共団体と民間事業者等が一体となって活用する取組が増加してい

ます。公共空間を持続的に活用し続けていくためには、取組による具体的な効果の

把握や継続的に運営するためのノウハウの蓄積が求められます。 

    本調査研究は、公共空間の活用が地域に与える効果、官民一体による継続的かつ

効果的な運営を可能とする手法及び持続可能な地域経営に向けた行政支援のあり方

の検討に資する基礎資料の作成を目的として、令和 4 年度、5 年度の 2 か年で実施

しました。 

(2) 調査概要 

○ 公共空間の活用による効果の把握 

公共空間の活用による効果を把握するために国内の公共空間活用の取組を対象にア

ンケート調査を実施（回答 148 事例）するとともに、官民連携のスキームに特徴のある

国内 6 事例を対象に、事例調査と分析を行いました。米国・ニューヨーク市を対象に海

外事例調査を実施しました。 

 

○ 公共空間活用にかかる活動資金や収支構造の把握 

公共空間活用にかかる活動資金や収支構造を把握するために 29 事例において取り

組んでいる 38 者を対象にインタビュー調査を実施しました。活動資金の確保手法に特

徴のある 5 事例を対象に、事例調査と分析を行いました。 

 本調査研究の概要については別紙をご覧下さい。また、本調査研究全体の報告書は 

右記 URL からご覧下さい。 https://www.mlit.go.jp/pri/houkoku/index.html  

＜お問い合わせ先＞ 

国土交通政策研究所  深沢（ふかさわ）、大鎌（おおかま） 

〒160-0004 東京都新宿区四谷 1-6-1  四谷タワー15 階 

電話：03-5369-6002(内線 116、118)  E-Mail：hqt-inquiry-pri@gxb.mlit.go.jp  

 

 令和 6 年 5 月 31 日 

国土交通政策研究所 

 

国土交通政策研究所では、公共空間活用と持続可能な地域経営に向けた行政支援のあ

り方を検討する際の基礎資料として、公共空間の活用が地域に与える効果や官民一体に

よる継続的かつ効果的な運営手法について、国内外の事例を整理しました。 



公共空間活用と持続可能な地域経営に関する調査研究

・ 利用者の利便性の向上や賑わいの創出のため、公共空間（道路、
河川、公園）を活用する取組が増加

・ 持続的な公共空間の活用に向け、取組による具体的な効果の把握
や継続的に運営するためのノウハウの蓄積が必要

・ 公共空間活用が地域に与える効果の把握
・ 官民一体による継続的かつ効果的な運営を可能とする手法の検討
・ 持続可能な地域経営に向けた行政支援のあり方の検討

目的

背景

2022年度調査の主な内容
○公共空間活用による効果を把握するためのアンケート調査
（対象事例308事例、うち回答148事例）
○官民連携のスキームに着目した国内事例調査（6事例）
○ニューヨーク市の公物管理法制度および活用事例調査
2023年度調査の主な内容
○公共空間活用にかかる活動資金や収支構造を把握するための
インタビュー調査（29事例、38事業者に実施）
○活動資金の確保手法に特徴性を持つ事例を対象とする
国内事例調査（5事例）

【道路】花園町通り（愛媛県松山市）、アイネスフクヤマ東側歩道部
分（広島県福山市）【河川】乙川のかわまちづくり（愛知県岡崎市）、
大井川蓬莱橋周辺地区のかわまちづくり（静岡県島田市）【公園】
南池袋公園、としまみどりの防災公園（東京都豊島区）

2022年度
国内事例調査先

【道路】市道南2-2号線、市道南2-4号線（新潟県新潟市）、三宮中
央通り（兵庫県神戸市）【河川】ミズベリング信濃川やすらぎ堤（新
潟県新潟市）【公園】本町公園（和歌山県和歌山市）【まちづくり】地
域再生エリアマネジメント負担金制度（大阪府大阪市）

2023年度
国内事例調査先

まとめ
○公共空間の活用による効果
人流や賑わいの創出に寄与。周辺の経
済効果にもプラスの影響を与えている。

○官民一体による継続的かつ効果的な運営
手法
中・長期的な基本計画に公共空間活用
事業を盛り込み、まちづくりなどと連
動させることの重要性を把握
説明会やワークショップを通じた丁寧
なプロセスを経ることは担い手の確
保・育成において重要

○活動資金の確保手法
持続的な公共空間活用には固定費の
確保が重要
占用料の減免等の金銭的な支援のみな
らず、関係機関との調整の仲介等の非
金銭的な支援も活動にかかるコストを
下げるための行政支援として有力

公共空間活用の様子（左上から時計回りに
松山市、新潟市、岡崎市、ニューヨーク市）

（別紙）


